
 

大手通信会社で社員としてクレーム対応を経験した弁護士による解説！ 

クレーム対応の基本と悪質クレームに対する適切な対応方法 
～ 講師の経験を生かした、法律解説と 

企業実務の観点から見た実践的な対応策 ～ 

 

 
 

２０１５年 ３月 ２５日（水） １３：００～１７：００ 

 企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 ＴＡＣ名古屋校（名古屋：名鉄バスターミナルビル９Ｆ） 

 ＴＡＣ梅田校（大阪：梅田センタービル５Ｆ） 

 

鳥飼総合法律事務所  弁護士 伊東祐介 氏 
 
 

 
 
 

 

 

【第１部】クレーム基本編 

１．クレームとは何か 

（１）クレームの果たす役割  （２）クレーム対応の目的 

２．クレーム対応の基本的動作 

（１）聞く・・・先入観を持たずに 

（２）事実を把握する・・・具体的現象、客観的事実、お客様の意見との区別 

（３）要望把握・・・顧客の真意を把握 

（４）対応検討・・・社内で方針検討 

（５）説明・・・対応内容の説明 

（６）反論・追加主張の把握・・・説明に対する反応、追加主張の把握 

（７）譲歩案の提示・・・譲歩案の提示、顧客からの理解・納得 

（８）謝罪、再発防止・・・顧客との関係強化、社内における情報の蓄積と共有 

３．顧客の期待の捉え方 

４．顧客の期待を掴むには 

（１）商品・サービスに関する知識やスキルを磨く  

（２）作業の正確さ・迅速性 

（３）顧客対応・コミュニケーション  

【第２部】悪質クレーム編 

５．悪質なクレームとは何か 

悪質なクレームか否かを判断するには、不満の原因と要求レベルの２つの切り口で判断する。顧客にも主張・要求する権利がある。ク

レーム=悪質ではない。過大な要求もすること自体は問題ない。悪質なクレームになれば中止するよう勧告することが重要。 

（１）悪質性を判断する典型的なフレーズ・・・よく使われる言い回し 

（２）不満の原因、要求レベル及び顧客の言動で判断 

６．悪質な要求に屈してはならない理由 

（１）一度利益を享受すると狙い打ちされる。他のクレーム団体からも狙われる。 

提供する利益、対応の稼働の損害が生じる。 

（２）取引先、債権者及び株主等のステークホルダーから不正取引として責任追及される可能性。従業員にも悪影響。 

（３）会社の顧客に対する不平等措置 

７．悪質な要求に適切に対応する 

（１）未然に防止する  （２）適切に対応する 

８．事例検討  

（１）スポーツクラブの除名処分の例（会員などの継続的契約の場合） 

（２）些細なミスに土下座や謝罪広告を要求するクレームの例 

（３）クレームを装った異性目的の顧客の例 など 

９．裁判例、裁判における思考過程 

（１）裁判官の思考の枠組み  （２）書面の重要性  （３）近年の傾向 

１０．特殊対応 ・・・暴力団を含めた反社会的勢力に対する対応 

 

 ※最少催行人数に満たない場合には、開催中止となる場合がございます。 

 

 

 

 

 

141804-0707 

 

141805-0707 

 

141806-0707 

 

中央大学法科大学院修了。鳥飼総合法律事務所、第二東京弁護士会所属。平成17年4月～平成22年4
月まで株式会社ＮＴＴドコモにて営業・契約法務を担当。平成 26 年 4 月から中央大学法科大学院実務講
師・東洋大学法科大学院アカデミックアドバイザーに就任、民事介入暴力対策委員会に所属。訴訟を中心
とした紛争解決業務を主軸とする一方、企業の不祥事における問題解決及び内部統制構築など、企業の予
防法務についても広く取り扱っている。 

 

 
 

税込・資料代含 

３２，４００円（本体価格 ３０，０００円） ３５，６４０円（本体価格３３，０００円） 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail にてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受けいたしかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願い致します。 
■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 31ＭＴビル 2Ｆ 
 

■開催にあたって■ 

本セミナーでは、講師が経験したクレーム対

応の担当者（会社の社員）としての立場と、

最終的な紛争解決である訴訟担当者（弁護

士）としての立場の両輪から、多種多様なク

レームに対して適切な対応をする方法を解

説し、企業のクレームに対するスタンスを固

めてもらうことを狙いとします。悪質の程度が

大きい要求に関する警察・暴力団追放セン

ターへの相談方法、弁護士の使い方につい

ても説明したいと考えています。多種多様な

クレーム対応について、ぶれのない判断基

準を習得したいと考えておられる担当者、管

理職の方々にお勧めのセミナーです。 
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